
１．はじめに
磁場閉じ込め装置における磁気計測は，プラズマ制御や

平衡物理量評価に対する重要なツールとして認識されてい

る方が多いだろう．では計測システム自体についてはどの

ような印象をお持ちだろうか．単純で比較的安価な計測？

開発要素のあまりない技術的に確立した計測？小さな労力

で有益な情報が得られる計測？このようなコメントに対し

て計測担当者は「半分は本当で半分は誤りである」と主張

したくなるに違いない．核融合プラズマ研究は，実験室レ

ベルのものから超高温プラズマの長時間保持を実現する時

代へと変わりつつあり，これに伴って計測機器側も信頼性

あるデータを取得するための工学的な開発が必要となって

きている．本稿では，上述の誤解を解き，現在の磁気計測

の問題点および開発の重要性について正しく認識していた

だくことを意図している．はじめに，磁気計測の歴史およ

び位置づけについて簡単に触れておく．

磁場閉じ込め装置におけるピックアップコイルやループ

を用いた磁気計測は，プラズマの平衡量の同定および制

御，MHD 現象の理解といった面で核融合プラズマ研究の

進展に大きく貢献してきた．計測の歴史はすなわち核融合

プラズマ研究の歴史と言っても過言ではなく，古くは黎明

期のトカマク装置，そして現在では国際熱核融合実験炉

（ITER）への適用が計画されており，プラズマ内部の分布，

擾乱計測が大きく発展してきた現在においてもその重要な

位置づけは変わらない．本計測が長きに亘って利用され続

けている理由としては，プラズマ電流や反磁性エネルギー

などの平衡物理量を比較的容易に評価できる点，プラズマ

の実時間制御において技術的に確立している点，計測機器

の信頼性（壊れにくい，容易なメンテナンス等），そして何

よりも他計測と比べて単純で安価である点にあると言えよ

う．

しかしながら，近年の放電の長時間化における信号処理

の問題，またそれに伴う熱的な計測環境の過酷化など，計

測量の高精度化，機器の信頼性という観点から今もなお開

発が続けられている．特に長時間積分器の開発研究は，常

時運転を想定される定常炉において非常に重要となる．本

稿では，磁気計測機器の具体的な問題点についてまず記

し，長時間積分器および磁気センサーの開発の現状につい

て述べる．最後に計測システム開発の今後の展開について

記す．

２．簡単だけど難しい計測？
磁場閉じ込め装置における磁気計測は，大別して

�物理量（プラズマ電流，周回電圧，反磁性エネルギーな

ど）の直接計測

�平衡磁場に影響を与える擾乱の時間，空間的構造の理解

�プラズマを保持する閉じ込め磁場構造の同定および制御

が主な目的となる．ここでは「計測の難しさ」として主に

計測機器自体の工学的な問題について述べるが，その前に

物理量評価に関する問題点および現在の研究の方向性につ

いて簡単に触れておこう．磁気計測によって得られる信号

には，本来の計測目的であるプラズマ内部電流による成分

のほかに，計測環境周囲の構造物に誘起される渦電流によ

る成分が含まれるため，表皮効果を考慮した渦電流成分の
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定量的評価が�をはじめとして磁気計測における共通の課

題となる．�については空間的に有限波数を持つ磁場擾乱

構造をトロイダル，ポロイダル方向に設置した磁気プロー

ブ（ミルノフコイル）アレイを用いて評価するものであり，

ECEや軟X線ダイオードなどによるプラズマ内部計測と組

み合わせることで MHD 安定性に対する有益な情報を供す

ることができる．計測自体はコイル以外に増幅器とフィル

タのみで十分可能であるが，安定性制御の観点からはモー

ド解析の高速化および摂動コイルを用いたフィードバック

制御システムの構築等が重要となり，現在は主に新古典

ティアリングモード，抵抗性壁モード等の制御の観点から

開発が進められている［１，２］．�においては，磁気計測は

プラズマ境界の同定をはじめとして詳細な MHD 平衡の再

構築に対して有効に利用され，高い時間応答性という利点

を生かして平衡を実時間で監視し制御する上で重要な役割

を演じており，主にトカマクをはじめとするプラズマ内部

に電流を流すことにより平衡配位を得る装置を中心に研究

が進められている．最近の研究としては，ニューラルネッ

トワークなどを用いた迅速な平衡配位の再構築，および

ディスラプションなどによる不安定性に起因した平衡破壊

の回避［３］，MSE による電流分布計測と組み合わせた実時

間平衡制御［４］などが精力的に進められている．一方，外部

コイルにより閉じ込め磁場が与えられるヘリカル／ステラ

レータ系では，閉じ込め磁場が外部から与えられるため平

衡監視，制御はトカマクほど重要とはならないが，平衡電

流（反磁性電流と PS 電流）計測を通じてプラズマ圧力や分

布形状などの平衡量を導出する試みがなされている［５，６］．

本質的な問題点として，外部磁場計測からプラズマ内部電

流構造を評価することは逆問題を解くことと等価であるこ

とから，磁気計測のみから平衡を再構築する際には平衡量

に対して何らかの仮定を設ける必要があり，特に時間応答

性の観点から他計測の情報が得られにくい実時間制御にお

いては，その精度向上のために研究が進められている［７］．

次に本稿の主題である磁気計測の工学的問題に移る．一

般に磁気計測と言えば，計測する環境により様々な計測法

があり，一般的な環境ではホール素子等の半導体素子を用

いた計測が広く知られている．半導体素子による計測は，

磁場強度を直接計測することができるという大きな利点が

あるが，核融合プラズマを想定した場合，耐熱性，耐放射

性の点で問題があるため，現在広く利用されているコイル

やループを用いた計測の代替機器として使用するには克服

しなければならない課題が多く残されている．コイル，

ループを用いた磁気計測は，磁場の変動によってセンサー

に発生する誘導電圧を積分することにより磁場が得られる

というものであるが，本計測の利点としては，計測対象に

応じて任意に仕様（出力，周波数応答）を決定できること，

センサーとして真空特性，耐熱性，耐放射性に優れた材料

を任意に選択できること，また，計測対象によっては反磁

性計測のように磁束量として評価した方が有利となる場合

があることなどが上げられる．また，これまでのほとんど

すべてのパルス放電の核融合装置で使用されていることか

ら，制御用センサーとしての使用実績が高い．具体的な計

測手法は，プラズマ計測関係の教科書によると，コイルや

ループの両端に抵抗�とコンデンサー�による積分回路を

設置し，計測対象の磁場に対して十分な���が得られるよ

うにコイルの巻き数�，鎖交面積�の積で決まる出力係数

（��）および積分定数（��）を決定すればよいと記されて

いる［８］．これは二次回路（プラズマ）を持つ LRC 回路と

等価であり，コンデンサーに蓄積された総電荷量が“積分

信号”となる．コイルの出力係数��および積分定数��

ともに制約があるため，高い���を得るためにオペアンプ

などの増幅回路が用いられる場合が多い．実際の計測環境

では�や�が温度依存性を持ち，増幅に用いるオペアンプ

はオフセットを持つため，積分された信号（磁場）は実際

の磁場からずれていく（ドリフトと呼ぶ）．このずれは時間

の経過とともに大きくなる．短時間の計測であれば，計測

時にドリフトの線形性が保たれている場合には計測信号の

修正が可能であるが，長時間に及ぶ場合にはその線形性を

維持することは難しく，仮に線形性が保たれたとしてもデ

ジタル化してデータ収集する場合にはダイナミックレンジ

の制約があり，ドリフトによる信号の飽和が問題となる．

ドリフト低減のために積分器の温度管理（ヒータやペル

チェ素子など）が行われているが，本質的にドリフトを回

避することは困難である．

このように，磁場変動信号を積分することにより磁場を

計測する方式は，簡単，単純ではあるものの，信号を積分

する際になんらかの“工夫”が必要であることがおわかり

いただけたであろう．磁場閉じ込め装置の放電時間は研究

の進展とともに伸びており，ミリ秒オーダから秒，分，そ

して時間オーダへと変わりつつある．定常的な核融合炉の

運転を見据えるならば，この課題に対して研究開発を進め

ていく必要がある．

３．時間積分のアイデア －最近の進歩と新しい
課題－

磁場変動信号の時間積分により磁場を計測する方式は，

現象に対する追従性も含めた精度の点で優れていることが

これまでの実績から判明している．しかし，長時間での高

精度の確保については，その信号処理に不可欠である積分

器がドリフトするという特性を持っているため長時間に亘

る高精度計測は困難とされてきている．

このようにもし完全な定常運転を考えた場合には，絶対

磁場計測が必須であり，同時にプラズマの速い変化を高精

度で計測するために，磁場変動信号の時間積分方式との併

用が不可欠となる．絶対磁場センサーの耐放射線性や保守

性を考えれば，プラズマ近くに変動磁場センサー，遠くに

絶対磁場センサーを設置するという構成が考えられる．現

時点で核融合実験炉として想定しているのは ITER であ

り，そこでは定常ではなく約 3,000 秒程度の長パルス運転

である．その程度の運転時間を考えると，時間積分方式の

ドリフト誤差を最小限にできれば，絶対磁場センサーを用

いた計測方式は必ずしも必要ではなくなる．この意味で約

3,000 秒程度の長パルス運転に適用可能な精度を持つ時間

積分器の開発は，ITER の計装系をより簡素化させ，ひい
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ては製作費を軽減させる効果が期待できる．

３．１ 電磁気センサーの出力電圧の観察［９，１０］

JT-60 実験放電での電磁気センサーはどのような電圧を

出力しているのであろうか．デジタルオシロスコープを用

いて JT-60 の電磁気センサーからの実波形を観察した．使

用したセンサーとして，真空容器内側に設置されたプラズ

マ電流が作る磁場に対して接線方向の磁場を計測する磁気

プローブを選んだ．Fig. 1 にいくつかの生の電圧波形を示

す．プラズマ放電２秒前のポロイダル磁場コイルの励磁時

点から計測を開始している．�は通常の放電の電圧波形で

あり，±1 V 前後の高い周波数（kHz オーダ）の振動が放電

最初から最後まで続いている．特に注意が必要であるの

は，この放電の間プラズマ電流が変化しているにもかかわ

らず，振幅が殆ど変化していない点である．プラズマがマ

クロ的に移動することで発生する磁場変動であれば，プラ

ズマ電流に比例した振幅にならなければならないがそうで

はないので，ここではプラズマの移動が主要因でないこと

を示している．この振動は，サイリスタ電源が発生する

リップルである可能性が高い．

さて，�以外の波形は，�と同一日に行った色々な放電

での出力電圧である．特殊な放電でなくても，プラズマ着

火，消滅，加熱中などに積分誤差を発生させるようなパル

ス的な信号が見られることが確認された．�は通常の放電

であるが，プラズマ放電の着火・消滅時には，プラズマの

具合と関係すると思われるが，パルス的に着火時 10－20

V，消滅時－20 V 以上の電圧が観測された．またプラズマ

内部の不安定性発生時にも同様のパルス信号が発生する．

�は中性粒子入射加熱装置 NBIの入射によって，プラズマ

の MHD 揺動現象が断続的に発生しているようで，パルス

的に 50 V 前後の電圧変動が加熱期間中断続的に多数発生

している様子が観測されている．�はディスラプション時

の波形である．オシロスコープのレンジ設定の関係で 200

Vまで捉えられているが，通常時の２００倍以上にあたる200

V 以上もの高い電圧となっているという驚くべき事実が

わかった．サンプル周期が100 msであることから，時間幅

も 100 ms 程度はある．マイナーディスラプション等が発

生した場合等にもこの異常電圧が発生する．

このように磁気計測には，ドリフト等の時間積分に関す

る問題に加えて，不安定性等がもたらす過電圧信号が大き

な計測誤差を発生させるという問題点がある．次節では，

実施あるいは提案されている時間積分方式とその問題点に

ついて取り上げ，３．３節で過電圧信号による積分誤差を回

避する手法について述べる．

３．２ 時間積分方式の分類と問題

センサーであるソレノイドコイル等のループ導体線の両

端に発生した電圧信号を時間積分する方法として，これま

で実施あるいは提案されている方法は，時間積分とデジタ

ル化の順序や処理の違いによって主なものとして３種類で

ある．即ち，�アナログ積分－アナログ・デジタル変換方

式，�高速アナログ・デジタル変換－数値積分方式，�電

Fig. 1 Raw voltage signals from a B�-magnetic probe equipped in JT-60.
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圧・周波数変換－昇降計数方式，である．

� アナログ積分－アナログ・デジタル（AD）変換方式

［１１，１２］

発生電圧を用いてコンデンサーに電荷を蓄積する方法で

あり，積分結果はコンデンサーの総電荷量（両端の電圧）と

なって計測される．この積分結果の電圧を AD 変換すれば

デジタル信号が取り出せることは言うまでもない．この方

法は積分結果もまずアナログ信号で出力されることから，

デジタル計算機が発達する以前アナログ回路だけでロジッ

クを構成する頃から使用されている．注意点は，積分結果

の動作範囲（ダイナミックレンジ）がコンデンサーの容量

で規定されてしまう点である．この対策のため，積分結果

の絶対値に応じて十分入力電圧を下げておくと対ドリフト

や対回路ノイズとの関係で誤差が相対的に大きくなり，一

方容量の方を上げると積分量の小さい場合の誤差は大きく

なってしてしまうので，その中間で適切な容量を設定する

こととなる．さらに，積分回路に使用するオペアンプの特

性から，積分器として動作するための，入力電圧の周波数

範囲が規定されてしまうので，回路内定数を使用する対象

に応じて決定しなければならない．

� 高速アナログ・デジタル変換－数値積分［１３］

高速 AD 変換器を用いて電圧信号（生信号）をその変化

の時定数に比べ十分短いサンプル周期でデジタル化する．

その後高速デジタル処理装置において適切な内挿関数を用

いてサンプル値間の信号補間を行って数値的に時間積分を

実施する．本手法の問題点は，① AD 変換器のオフセット

誤差が蓄積する結果として信号ドリフトを生じさせてしま

う点．さらに② AD 変換器のサンプル周期より速く変化す

る現象の積分ができないため，トカマクプラズマのような

極めて高速の変動に対し十分短いAD変換周期を設定せざ

るを得ない，などがあげられる．そのような AD 変換器が

製作可能かどうか，多数のチャンネルをこのような方法で

実現しようとした時のコストの問題などが直ちに課題とし

て想起される．またドリフト対策では，２台の AD 変換器

を並列動作させ，１台は計測に残りの１台はドリフト量の

計測に使用し，２台のドリフトが同じであることを仮定し

て補正を加える方法の提案が報告されている．

� 電圧・周波数変換－昇降計数方式［９，１０］

本方法は，まず�と同様に入力電圧に比例した電荷を，

微小コンデンサーでいったんアナログ積分するが，コンデ

ンサー容量が微小である点が大きな違いである．概念を大

雑把に言えば，このコンデンサーに蓄積された電荷を一定

量汲み出し，その汲みだし回数を数えて積分量を算出する

方式である．アナログ積分の長所である過渡信号の高精度

積分を生かしながら，短時間の間にデジタル化することで

ダイナミックレンジを大きく確保することができる．入力

電圧の増減に応じて回数が増え，結果的に周波数が増減す

る機構，即ち電圧周波数変換（VF 変換）の部分が鍵となる

技術である．

具体的には，入力電圧（例えば－／＋10 V）の時間積分値

を，それとオフセットリニアの関係にある周波数（例えば

0.25－1.25 MHz）の矩形波に変換し出力する VF 変換部分

と，この出力と入力信号 0 V 時の基準周波数（上の周波数

範囲の場合，0.75 MHz）とのパルス個数の差を，昇降計数

して積算する部分とを組み合わせて信号積分を行う方式で

ある（Fig. 2 参照）．

より具体的な VF 変換の仕方は，この出力パルス個数を

アップカウント（加算）し，基準周波数パルスをダウンカウ

ント（減算）することで正味の積分値のデジタル値がカウン

ター内のレジスター中に得られる．基準周波数を測りたい

現象の特性周波数に比べ高く設定することで良好な応答特

性が確保でき，またレジスターの語長を増加させるだけで

ダイナミックレンジを大きく設定すること（24 bit 長で約

１００万カウント，32 bit 長で約１０億カウント）ができる．し

かし，アナログ回路内の基準電圧発生器等から発生する長

周期の電圧変動やセンサーや接地系から回り込むノイズ等

が原因で積分結果にドリフトが生じるという問題点がある

ので，それらの誤差が無視し得る程度のダイナミックレン

ジを確保することになる．

このように見た時，�アナログ積分方式では長時間特性

と広いダイナミックレンジに，�高速アナログ－デジタル

変換方式では応答特性に，それぞれ問題点を有しており，

�方式の持つ応答特性の利点と�方式の広いダイナミック

レンジの利点を兼ね備えた�方式がこの中では最良のよう

に見える．

大型トカマク実験が本格化した１９８０年代半ばから，JET

を始め世界的には�方式が多く適用されてきた．一方 JT-

60 では当初より完全デジタル制御系を採用した方針の中

で，�方式が採用された．その後の実験の進展に伴う制御

の高度化を進める一環として，電磁気計測精度の向上と放

電長時間化対応を目的に，３方式に共通の問題であるドリ

フトや誤差の原因究明の検討が進められた．その過程

で，３．１節で述べたように，プラズマ周辺磁場の変動特性が

明らかになり，特に不安定時の対応が重要であることが判

明している．

３．３ 積分器の誤差の原因と「飛び」の対策［９，１０，１４］

積分誤差化の直接要因は，これまでの VF 方式（３．２章の

�）の開発経験から，① VF 変換時の直線性誤差，② PLL

（phase locked loop 現象：ある特定の周波数で一種の共振

回路となるために周波数の変化しにくくなる現象）に起因

する 0 V 入力時の不感帯，③ドリフト（Fig. 3），④信号過電

圧による積分信号の「飛び」（Fig. 4），の４種であることが

判明している．最初の３点については，これまでの開発の

結果，1,000秒以上の放電に使用できる見通しが得られてい

る．特にドリフトについては，Fig. 3に示すように大幅に抑

Fig. 2 Scheme of the signal integration with a VF converter.
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制することに成功している．

大きな積分誤差を生む原因として残されたものは，ディ

スラプション時に代表されるプラズマの内部不安定性に起

因する異常な磁場変動がセンサーに誘起する高電圧である

ことが明確となっている．実際に高電圧の発生が確認され

たので，対策としては入力電圧を降下させるアッテネータ

（信号減衰器）を入力前段へ挿入することである．

しかし，通常数 V 以下の信号を例えば 1/100 に減少させ

て常時計測することは極めて不合理である．しかもアッテ

ネータは抵抗分圧であり，回路内の微小な誤差電圧が分圧

比の逆数倍されることや，温度変化による抵抗値変動を考

えると，積分誤差はさらに広がることが予想される．JT-60

での観測の結果，入力電圧の低下により VF 変換器内での

���比が下がる場合，２０秒放電中ほぼ直線的なドリフトが

生じている．したがって，複数のダイナミックレンジを

持った積分器の使用が必要であることがわかる．そこで，

ごく短時間の電圧異常時にのみアッテネータ通過後の信号

を使用し，そのパルス的変動時を除く残りの殆どの時間で

はアッテネータを経由しない信号を使用する，という対策

が比較的素直な発想であろう．

そこで，センサー１個あたり２－３種類のゲインまたは

アッテネータを持った複数台の積分器を並列動作させるこ

とを考える．複数台の昇降計数を行うアップダウンカウン

ター（UDC）は，１台の高速デジタル信号処理装置（DSP）

により，積分結果データの読み出しが可能な構造とする．

DSP は，アッテネータの装着した系の UDC の時間変化か

ら発生電圧を計算し，それが別の系の VF 変換器を飽和さ

せている場合には，その時間幅のデータは，アッテネータ

の装着した系の UDC を使用する．UDC のカウンターの更

新周期は例えば0.1 ms程度を考えておけば，DSPは0.1 ms

周期で 3UDC を読み，データに補正をかけた最終的な積分

値を，さらなる上位の制御用計算機に伝送する．もちろん，

飽和した回路は保護用に挿入されたツェナー素子で閉回路

ができるのでダイナミックに回路が変化することを考慮し

たアルゴリズムを開発しDSPに組み込むことになる．この

ようなシステムの概念構成図を Fig. 5 に示す．現在，JT-６０

において試験が行われており，初期結果ではあるが，予定

どおり飛び現象が回避されている［１４］．

３．４ 定常運転への応用シナリオ

超長時間運転（3,000 秒を超える運転）時あるいは定常運

転時に積分方式はどれだけ対応できるであろうか．この質

問に答えるだけのデータを著者らは今持ってはいない．し

かし，基準電圧発生器のドリフトがすべてを決めていると

いう粗っぽい仮定を行い，さらに積分結果のドリフト速度

Fig. 3 Test results of the newly developed VF converter applied to JT-60 plasma pulse discharge.

Fig. 4 Jump of the B�-signal base line at disruptive instabilities.
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が0.02 mVs/s即ち0.02 mV相当のオフセット電圧が基準電

圧発生器内に発生するまでを利用可能時間とした場合，JT

-６０のノイズ環境下で２－３時間程度は不可能ではないよ

うに思われる．

将来のトカマクにおいて計画されている超伝導コイルの

場合，ノイズ環境は厳しくなるのか楽になるのかは全く不

明である．しかし電源の電圧変動によって発生する超伝導

コイルの交流損失を最小限にしなければならない，という

要請が満たされたとすると，電圧変動は減ることになるこ

とも考えられる．もし，ノイズ環境が楽になれば，使用可

能時間はさらに延ばせるかもしれない．

定常トカマク型核融合炉が実現に至っても，ピックアッ

プコイルなどの電磁気計測センサーは高速な過渡現象把握

のためには不可欠であり，同時に時間積分方式も必要であ

ることは明確である．しかし，原理的に積分時のドリフト

は回避不可能であるので，単独使用は有り得ない．この時

絶対磁場計測とのハイブリッド使用となるが，絶対磁場計

測センサーは耐放射線性の点で課題が多く，炉心から遠く

離して設置されることになる．この場合，その離れた定常

磁場センサーから炉心近くの磁気プローブ設置箇所での磁

場を同定するアルゴリズムが必要となり，既に初期の結果

が報告されている［１５，１６］．適切な種類と数のセンサーが

あれば，プラズマ外部磁場の可同定性は保証されている

［１７］．しかし，プラズマ以外に計測不能な渦電流が存在し

ている場合などは，可同定かどうかは議論を要する．この

点は解決が必要な数理解析的な課題として残されている．

４．たかがコイル，されどコイル？
次に磁気センサーに目を向けてみよう．コイルの仕様

（巻き数，鎖交面積）は，対象とする磁場強度および周波数

帯域によって決定され，構造，材質は設置空間および環境

（熱，真空，機械特性等）に応じて選択される．コイルの周

波数特性は自己インダクタンスおよび静電容量により決定

され，低い周波数帯域で十分高い出力を得るには巻き数，

鎖交面積を高くする必要があるが，自己インダクタンスが

高くなって周波数特性は悪くなる．逆に高い周波数帯域を

計測対象とするのであれば（例えば揺動計測），低周波での

応答性を犠牲にし，なるべくインダクタンスを低く抑える

必要がある．一般的には計測対象に応じたコイル設計が必

要となり，大抵の装置には平衡制御用（～10 kHz），揺動計

測用（50 kHz～1 MHz）の２種類のプローブが真空容器内

部に設置されている．

計測環境がそれほど厳しくない往年の中小型装置では，

例えばエナメル線をテフロンなどのボビンに巻き，ガラス

管やステンレスチューブに収めて設置し，ポート部までの

信号線にはセミリジッドケーブル（テフロンを絶縁体とし

た銅の同軸ケーブル）がよく利用されていた．これならば

安価で特殊な技術も必要とせず，研究者自らが製作するこ

とも可能である．しかしながら，実験装置の大型化および

加熱入力の増大に伴い，計測環境の厳しさに加えて（装置

運転の観点から）機器の信頼性が非常に重要とあり，プラ

ズマ維持に影響を与えない高い安全マージンを持つ仕様が

要求されている．まさに「たかがコイル，されどコイル」の

時代に移りつつあると言えよう．

一例としてFig. 6に日本原子力研究所のJT-60Uに設置さ

れている磁気プローブの構造を示す［１８］．本プローブは N

プローブと呼ばれ，主に平衡制御用として利用されてい

る．JT-60U は真空容器のベーキングが３５０℃で行われるた

め，これに十分耐えうるようにプローブ本体はインコネル

の二重シースで保護されている．コイル線はセラミック

コーティングされた白金線を使用し，セラミックのコイル

ボビンに巻かれている．引き出しケーブルは MI（Mineral

Insulated）ツイストケーブルが用いられている．MI ケーブ

ルは中心にコンスタンタンのツイスト線，シース部がイン

コネルでできており，絶縁材として酸化マグネシウム

（MgO）の粉末が充填されている．本ケーブルは原子炉で

熱電対として利用されており，熱的にも放射線に対しても

信頼性が高く，他のケーブルと比較して曲げ特性にも優れ

ている．コイル信号は MI ケーブルを用いて真空ポートま

で引き出され，MI ケーブルの破損による真空リークを想

定し差動排気が行われている．

磁気プローブは周辺磁場および擾乱の構造を評価するた

めに，プラズマのポロイダル・トロイダル断面上にアレイ

として設置することが多い．詳細な構造評価を行うにはで

きるだけ多くのプローブを設置する必要がある一方，実際

の設置においてはその空間的制限が仕様を決定する大きな

制約となるため，プローブは高いセンシティビティを維持

しながらコンパクトであることが望ましい．また，TAE

などの高周波磁場を計測するためにはできるだけプラズマ

に近い（構造物から離れた）場所に設置する必要があり，よ

り高い耐熱性が要求される．このような観点から開発され

Fig. 5 System configuration of an intelligent integrator to avoid the
jump of the signal base line.

Fig. 6 X-ray pictures of the magnetic probes for plasma control in
JT-60.
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たのが Fig. 7 に示す三軸磁気プローブ（AT プローブ）であ

り，現在核融合科学研究所の大型ヘリカル装置（LHD）で

使用されている［１９］．本プローブはプリンストンプラズマ

物理研究所の Takahashi 博士が考案し，核融合研との共同

研究の下で開発したものである．構造は，アルミナ含有率

９５％以上のセラミック板上に，Fig. 8 に示すようにタング

ステンをコイルパターン状（三方向相当）にメタライズし，

それを４０枚積層し，焼成したものである．本プローブの特

長としては，

�一つのプローブ内部に６つのコイル（低周波，高周波

用の三軸コイル）および静電シールドを有し，コイル

中心は同一であること（コイル線を用いた構造では不

可能）

�プローブ単体の耐熱温度は９００℃以上

�コンパクト（240×400×95 mm3）で高いコイル出力

（NS～300 cm2）

などがあげられる．周波数応答は現在の仕様で 300 kHz

である．本プローブは一度の製作過程において複数個同時

に製作可能であることから，多数製作することによって単

価を抑えることができる．欠点としては，三軸構造を実現

するために複雑なコイルパターンを有することから仕様変

更が容易ではないこと（複数のプローブを接続することは

可能），プローブと引き出しケーブルを接続するために別

途ケーシングが必要となることであり，ケーブル接続部も

セラミック内部にするなど今後改良を重ねていく必要があ

る．現在は JT-60U において試験的にプローブを設置し，

ディスラプション時における機械特性の健全性，耐放射性

について調べている［２０］．

最後に磁気センサーの耐放射線性について触れておく．

セラミック系材料は MI ケーブル内の充填材やコイルボビ

ンとして多用されているが，セラミックスが放射線に曝さ

れた場合に問題となるのが，照射誘起伝導（RIC），照射誘

起絶縁劣化（RIED）そして照射誘起起電力（RIEMF）と呼

ばれる現象である［２１］．RIC は照射中に電気伝導度が増加

する現象であり，絶縁性能を劣化させる恐れがある．RIED

は照射によって永久的に電気伝導度が増加するもので，高

電圧下にあるセラミックスに連続照射すると起きるもので

ある．いずれの場合も ITER の放射線環境下では問題とな

らないことが R&D を通じて確認されている［２２］．RIEMF

については，磁気プローブの照射試験において自己インダ

クタンスの変化は見られなかったものの，心線と外部導体

間に5～6 Vの電圧の発生が生じ，本現象が測定誤差の原因

となる可能性があると報告されている［２３］．

５．核融合炉計測器としての今後の展開
本稿で取り上げた開発研究は，コイルやピックアップコ

イルを用いた伝統的な磁気計測システムの改善を目的とし

たものであるが，一方で，ドリフトの問題を排した定常磁

場計測のアイデアがいくつか提案されている．九州大学応

用力学研究所にある超伝導トカマク TRIAM-1M では，

ホール素子を用いた位置制御が行われている［２４］．ホール

素子は定常磁場計測に有効であるが，高放射線環境化での

劣化や機械振動を受けた場合の誤差等が課題であり，従来

の計測システムと組み合わせて利用する等の提案がなされ

ている．ITER 計画では，従来の磁気計測手法に加えて，定

常計測用として機械式磁気プローブ［２５］や回転方式磁気プ

ローブ［２６］の試作開発がなされている．機械式磁気プロー

ブは，0.1 Hz より高い周波数については従来方式のセンサ

を用い，低い周波数帯については磁場中に既知の電流を流

した時の機械的な力を測定する方式を用いて，両者の信号

を合成回路で重ね合わせることで磁場を評価するものであ

り，R&D の結果良好な特性が得られている．回転式磁気プ

ローブは，圧縮空気供給によりプローブを回転させ磁場を

計測するもので，トランス結合回転コイル方式での試験で

は１７０時間以上の連続運転が実施されている．また，磁気計

測を用いず閉じ込め磁場コイルを計測器として利用した所

謂センサーレス計測［２７］や，光ファイバーを用いた磁場計

測についても開発が続けられている［２８］．

Fig. 7 Magnetic probe using thick-film technology [19].

Fig. 8 A metallic ink pattern of a typical plate ～22 nd sheet out of
40 counting from the bottom [19].
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本稿では，最近の磁気計測における工学的な開発課題に

焦点を当て，開発研究の方向性について述べてきた．残念

ながら今現在，定常磁場を精度良く計測する有効な手段は

見つかっていない．「磁場を測る」ことが一見簡単そうに見

えて実は非常に難しいということが本解説を通じて少しで

もご理解いただけたら幸いである．磁場計測がプラズマ制

御の観点で重要な位置づけである限り，磁場計測に関する

開発研究は今後も継続されていくだろう．
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